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アメリカ２００８年農業法－価格・所得支持関係を中心に－ 

 

１ はじめに 

 

 アメリカの新しい農業法、2008年農業法は、2008年６月に成立した。これまでの 2002

年農業法は、2007 年９月が期限であったから、本来ならば、07 年９月までに新農業法は

成立する必要があった。しかし、議会・上院の審議が 07 年後半にずれ込み、下院と上院

の協議＝両院協議会に基づく最終案がまとまったのが、08年４月末であった。 

 両院協議会案の形成に時間がかかったのは、ブッシュ政権が、“①農業法の内容が改革に

欠ける。②追加資金の手当てについて増税は認められない。③政権の意向に沿う法案にな

らないならば、拒否権を発動する”としたからである。両院協議会案は、ブッシュ政権の

反対を残したまま、両院協議会で決定された。 

 

 その両院協議会案（2008 年農業法案）は、08 年６月 18 日、下院において 317：109，

上院において 80：14 の圧倒的多数で可決された。大統領は拒否権を発動したが、それを

乗り越えて、2008年農業法は成立したのである。 

 

 2008年農業法は、一言でいえば、現行の農業政策を維持しつつ、高騰していた穀物価格

を収入保障に結びつける（所得保障水準の引き上げに結びつく）政策を選択肢として導入

した点に特徴がある。 

 

 なお、本報告は、2008 年農業法について 08 年 10 月下旬にワシントンＤＣにおいて行

った調査から得られた情報に基づいている。調査における訪問機関と面会者および調査項

目は、表１の通りである。 

 

2 アメリカ農業の現況：価格、農業所得、政策支出の水準 

 

 １） 市場状況 

 2006年秋から 2008年夏へと穀物価格の高騰が進んだ。 

 シカゴ市場の 2008年６月のトウモロコシ期近価格は、ブッシエル1あたりトウモロコシ

７ドル（１ドル 107円として、トン２万 9,500円）で 05年の 3.3倍、小麦は 8.5ドル（ト

ン３万 3,400円）で同 2.7倍、大豆 15ドル（同５万 9,200円）で 2.5倍に上昇したのであ

る（表２）。 

                                                  
1 ブッシエルは、容積重量であり、ブッシエル枡に入れた場合の重量である。小麦と大豆は１ブッシエル
27.2kg、トウモロコシは 25.4kg。 
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表１ アメリカ調査（08,10月 27－30日）：訪問機関と面会者 

機  関 面 会 者 ポジション 備  考 

C. Goodloe 
チ－フエコノミスト室

Senior Economist、

WTO綿花裁定への対応、08年農業

法の評価 

R. K. Conway 
チ－フエコノミスト室

Chief Economist 
エタノ－ル産業の現状 

E. Allen 

 

経済調査局， 

Economist 

エタノ－ル産業の現状 

エタノ－ル政策 

D. P. Blaney 
経済調査局 

 Economist 

2008年農業法と酪 

農政策 

P. Spronce 海外農務局、アナリスト 08年農業法における ACRE 

農 務 省 

W. P. Howard 
自然資源保全局 CSP

ブランチ・チ－フ 

2008年農業法と保全保障計画 

（CSP） 

 

下院農業委員会 D. Baker 

C. Birdsong 

下院農業委員長ピ－

タ－ソンのスタッフ 

08年農業法の評価、ACRE，保全政

策 

上院農業委員会 

S. Mercier 

上院農業委員長ハ－

キンのスタッフ 

ACRE，CSP、WTOへの整合化（作

付自由化問題）、WTO農業交渉・ラ

ミ－ペ－パ－の評価 

R. E. Young チ－フエコノミスト ファ－ムビュ－ロ－ 

 

 

08年農業法の評価、 

ACRE，作付自由化問題、 

保全政策、エタノ－ル価格とガソリ

ン価格、WTO ラミ－ペ－パ－の評

価 

ファ－マ－ズ・ユ

ニオン 
J. Miller 

 

 スタッフ・チ－フ 08年農業法の評価、ACRE，野菜果

樹作付自由化問題とWTOへの整合

化問題、COOL， 

トウモロコシ生

産者協会 

（ＮＣＧＡ） 

S. Willet 

  政策課長 
08年農業法の評価、 

ACREの評価 

小麦生産者協会 

（ＮＷＧＡ） 

J. Spurgat 

M. Gaede 

  政策課長 

  会長 

08 年農業法の評価 ACRE、小麦

GMO 

Informa 

Economiucs M. Jekanowski 

D. Motes 

 

 社 長 

       顧 問 

08年農業法の評価、 

ACRE、エタノ－ル政策（RFS）、

トウモロコシ－エタノ－ル：需給展

望 
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表２ 主要穀物：シカゴ価格（１）（05年－09年１月） 

（ドル／ブッシエル（１）） 

 トウモロコシ 小  麦 大  豆 

目 標 価 格 2.63  3.92  5.80 

2005年 2.1（１）  3.2（１）  6.1（１） 

2007年 3.7（1.8）  6.4（２）  8.6（1.4） 

2008年 3月 5.5（2.6） 11.0（3.4） 13.5（2.2） 

     6月（２） 7.0（3.3）  8.5（2.6） 15.0（3.5） 

     8月（３） 5.9（2.8）  8.7（2.7） 13.2（2.2） 

    10月（４） 4.1（２）  5.7（1.8）  9.2（1.5） 

    11月 3.7（1.8）  5.6（1.8）  8.7（1.4） 

2009年 1月（５） 4.1（2.0）  6.2（1.9）  9.9（1.6） 

注１） １ブッシエル：トウモロコシ 25.4kg、小麦・大豆 27.2kg。 
注２） 期近価格（最も近い限月の先物価格） 
注３） 長雨・ミシシッピ－川の洪水により、生産減の懸念から価格が一層上昇。 
注４） ７月の生育が順調なため、生産減の懸念が解消し、価格が３月水準に戻る。 
注５） 金融危機下で下落 
注６） １月５日の価格 
資料：ＣＢＯＴ、日本経済新聞 

 

 これによって、世界各地－特に、フィリピンを中心とする輸入途上国－において、食料

品価格の高騰による食料危機が引き起こされた。 

 08年９－10月におけるアメリカ金融危機の発生とそれに基づく世界同時不況によって、

穀物価格は、10 月以降、急激な下降に転じ、09 年１月上旬のトウモロコシ価格は 4.1 ド

ル（トン１万 7,270円）、小麦 6.2ドル（２万 4,400円）、大豆 9.9ドル（３万 8,900円）

となった（表２）。 

 

 だが、下落したとはいえ、この 09 年１月上旬のトウモロコシ－穀物価格は、なお、価

格上昇が始まる前の 2005年水準の２倍であり、高騰が始まった 07年の平均とほぼ同じで

ある。同じ時期の原油価格（バレル 48ドル）が 2005年の水準に低下していること（表３）

と比べると、トウモロコシ－穀物価格の相対的な高さが明確になる。その背景には、アメ

リカにおいて一定量のエタノ－ルの社会的使用を義務づける再生燃料使用基準量の存在が

ある。また、オバマ政権が、その再生燃料使用基準量を維持し、そのもとで再生燃料を拡

大する方向を志向していることがある。 

 

 ２） 農業所得 

 07－08年における価格の高騰を背景に、米国の農業所得は史上空前の高水準に達した。

07年 868億ドル、08年 869億ドルであり、いずれも、1998－2007年平均 611億ドルを
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42％も上回っている（表４）。価格が下落に転じる前の時点（08年９月）での推測では、

08年農業所得は 900億ドルを超すと見られていたのである。 

 

 ３） 政策支出の水準 

 こうした価格の高騰状態の下におけるアメリカ農政の三本柱（固定支払、新しい不足払

い、融資不足払い）についての政策支出の水準を見ていく前提として、三本柱それぞれの

内容を簡単に説明しておこう。 

 

表３ 金融危機下の価格状況（08年 12月） 

 トウモロコシ 原  油 ガソリン 

 ドル／ブッシエル ドル／バレル（１） ドル／ガロン（２）

2005年  2.1（１）  50（１）  2.3（１） 

2008年６月  7.0（3.3） 130（2.6）  4.0（1.7） 

2009年１月（３）  4.1（2.8）  48（1.0）  1.7（0.7） 

注１）１バレル＝42ガロン＝約 160リットル 
注２）１ガロン＝3.8リットル 
注３）トウモロコシ：１月５日、原油：１月５日、ガソリン：１月５日 
資料：ＥＩＡ（アメリカ・エネルギ－庁）、ＣＢＯＴ。 

 

表４ 農業所得（2004－08） 

（億ドル） 

 2004 2005 2006 2007 2008 98－07平均

農業所得 

 

858 

（140） 

793 

（130） 

585 

（96） 

868 

（142） 

869 

（142） 

611 

（100） 

資料：USDA, Agricultural Statistical Indicators, Dec. 08, 2008 

 

 

  （1）固定支払 

 固定支払（Direct Payment）は、政府が生産者に毎年決まった額を支払う、という制度

である。1996 年農業法において不足払い制度（生産費2を基準とする目標価格に農民の販

売価格が達しないときに、その差を政府が直接支払う）が廃止され、代わりに、この固定

支払に移行したのである。3 

 固定支払の総額は 2003－06 年度の４年間平均で年 49.1 億ドル（5,300 億円）、１農場

平均 9,690ドル（104万円）となっていた。4 

                                                  
2 アメリカの生産費は日本の全算入生産費と同じ。 
3 1996 年農業法における不足払いから固定支払への移行の背景は、財政支出の削減要請である。詳しく
は、服部信司『アメリカ 2002年農業法』農林統計協会、2005年、６－９頁を見られたい。 
4 USDA, Agricultural Statistical Indicators, June10, 2008, USDC, 2002 Census of Agriculture, Vol. 1, 
pt. 51, p. 84. 



 7

  （２）新しい不足払い 

 1996年農業法において、それまでの不足払い制度を廃止し、固定支払に代えたものの、

1998年においてアジア危機から発生した穀物価格の低下のなかで、固定支払だけでは、農

業所得を維持できず、農業所得の低下を補うために「市場喪失補償」が導入された。価格

の低下が続いた 2001 年まで、毎年、固定支払とほぼ同額の市場喪失補償が支出され、そ

れが常態化していた。 

 2002年農業法の策定時において、この市場喪失補償を引き継ぎ、それを政策化するもの

として、95年までの不足払い制度が、事実上再導入されたのである。それが、新しい不足

払い（Counter Cyclical Payment：CCP）5である。 

 

 ここで、“新しい”とするのは、①目標価格と「市場価格（生産者の全国平均販売価格）

＋固定支払」の差について不足払いを行うとしていること（図１）、②不足払いの算定にお

ける生産量は、現在の生産量ではなく、過去の生産量（過去の作付面積と過去の単収）を

用いるとしたこと、による。何故、生産量を過去の実績にしたのかと言えば、そうするこ

とにより、現ＷＴＯ交渉において、この政策を保護削減対象から外すことを狙ったからで

ある。6 

図１ アメリカの新しい不足払い制度（穀物）１） 

 

注１）作付け面積・単収は過去の実績（1998～2001年平均など）を用いる。 
 ２）おおむね生産費に基づく。 
 ３）融資単価＝農民の最低販売価格を保証（価格支持水準）。 
 ４）カウンティ（郡）レベルの市場価格 

                                                  
5 Counter Cyclical Payment: Cyclical（サイクリカル）は「循環的な」との意。直訳すれば、価格の低
い状態に対する支払。農林水産省は、「価格変動対応型支払」と訳しているが、それでは、わかりにくい

ので、「新しい不足払い」としている。 
6 アメリカには生産調整は存在しないから、新しい不足払いは、青の政策（生産調整のもとでの直接支払：
保護削減の対象外）に該当せず、現行ＷＴＯ協定では、保護削減対象の「黄の政策」(前掲表６)である。
今次ＷＴＯ交渉において、アメリカは、新しい不足払いを保護削減対象から外すことを戦略目標にし、

2004 年７月の大枠合意において、「新・青の政策」（現行の生産量に基づかない直接支払：保護削減の対
象外）を設けることを認めさせた。これにより、現ＷＴＯ交渉が合意に達すれば、新しい不足払いは、新・

青の政策として、保護削減から免除されることになる。 
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  （３）価格支持を前提にした融資不足払い 

 以上の固定支払と新しい不足払いによる所得の保証に加え、融資単価（目標価格の３分

の２くらい）の水準において農民の最低販売価格を支持する、という価格支持制度7がある。 

 

 この価格支持制度を前提にした融資不足払い（Loan Deficiency Payment：ＬＤＰ）が

存在する。融資不足払いは、穀物価格が融資単価＝価格支持水準を下回った場合、生産者

は、価格支持を受ける権利を放棄することと引き替えに、「融資単価－融資返済単価（郡公

示価格：カウンテイ・レベルでの市場価格）の直接支払いを受けられる、というものであ

る。政府在庫量を最小にし、アメリカにとって競争的な価格水準を維持することを目的と

する政策として 1980 年代後半に導入され、用いられてきた。融資不足払いは、当該穀物

が輸出された場合には、輸出補助金として機能する。8 

 

  （４）価格高騰下における国内支持への支出 

 2006年秋以降 08年夏にかけて、トウモロコシのエタノ－ル使用が急拡大してきたこと

を背景に、トウモロコシを中心とする穀物価格が急上昇し、金融危機の下で価格が下落し

たとはいえ、09年１月上旬現在、07年と同じ水準の価格となっている。 

 こうしたなかで、すでに、2006年平均のトウモロコシ・小麦・大豆の市場価格は、所得

保証の基準である目標価格を上回っており、その状況が 07年→08年へとさらに拡大して

きた（前掲表２）。 

 

 こうした状況においては、新しい不足払いや融資不足払いの発動の必要はない。新しい

不足払い、価格支持、融資不足払いの合計支出額は、2005－06年度には 124－140億ドル

の高水準であったが、表５に示すように、07年度には 74.6億ドルに半減し、08年度はわ

ずか 6.5億ドルと予想されている。特に、融資不足払いは 07年度以降ほとんど用いられて

おらず、新しい不足払いも４－５億ドル台に留まると推測されている。 

 

 

                                                  
7 アメリカの価格支持制度は、融資による価格支持という独特の仕組みをとっている。穀物価格が低い時、
農民は、穀物を担保にして、政府から融資単価（価格支持水準）で期限９ヶ月間の融資を受けられる。期

限内に担保穀物を市場で販売して融資を返済する（融資単価＋利子）か、それとも、担保穀物を政府に流

すことによって返済するかは、農民の選択権となっている。 
 市場価格が融資単価を上回るようになれば、農民は、担保穀物を請け戻して市場で売り、融資を返済す

る。逆に、市況が融資単価を下回っていれば、担保穀物を政府に引き渡してしまう。この場合には、市場

での穀物の供給はそれだけ減る（所有権が政府に最終的に移れば、その穀物は市場の外に出る）から、市

場価格は上昇圧力を受けて融資単価に近づく。こうして、市場価格が融資単価で下支えされることになる

わけである。詳しくは、服部信司『アメリカ 2002年農業法』（農林統計協会、2005年）第 1章 4頁を見
られたい。 
8 融資不足払いについて、詳しくは、服部信司、『前掲書』30－31頁を見られたい。 
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表５ アメリカ：価格・所得支持への支出（2005－2009年度） 

（億ドル） 

年度１） 2005 2006 2007 2008２） 2009２） 

新しい不足払い 27.7 43.6 31.6  3.9  5.2 

価格支持 58.0 59.5 41.3  2.5 －1.4 

融資不足払い 38.6 46.3  1.7  0.1  0.1 

小計 124.3 140.4 74.6  6.5  3.9 

固定支払 52.4 49.6 39.6 52.2 50.6 

合計 176.7 190.0 114.2 58.7 74.5 

注１） 前年 10月→当年９月 
注２） 農務省推定（2008年 8月） 
注３） 新しい不足払い：Counter Cyclical Payment（農林水産省は、価格変動対応型支払と訳） 
資料：USDA, Agricultural Statistical Indicators, Dec. 2008，他。 

 

 こうしたなかで－こうした価格の高騰状態のなかにおいても、というべきであろう－固

定支払は、毎年 50 億ドル前後の支出が行われている、これが、価格高騰下における国内

支持政策の状況である。 

 

３ アメリカ綿花補助金についての WTOパネル裁定と新 2008年農業法 

 

 2005年３月、アメリカ綿花補助金についてのＷＴＯ紛争処理委員会（パネル）上級審は、

アメリカの綿花補助金はＷＴＯ協定に反するとしてＷＴＯに提訴したブラジルの主張を全

面的に認める裁定を下した。これは、当然のことながら、2008年農業法に向けたアメリカ

政府の立場に大きな影響を与えた。そこで、アメリカの綿花についての政策と 05 年パネ

ル裁定の内容を踏まえておこう。 

 

 １） 綿花についての政策 

 綿花についても、穀物と同様に、固定支払、新しい不足払い、融資不足払いが行われて

おり、その輸出には、輸出信用保障（海外への農産物の信用売りに対して政府が行う保障）

がつけられる。さらに、綿花にだけ与えられる補助金として、「綿花ステップ２支払」（ア

メリカ産の綿花を用いる加工業者、アメリカ綿花を輸出する輸出業者に対して、高い国産

価格と低い国際価格の差を補填するために与えられる補助金）がある。9 

 

 

 

                                                  
9 アメリカの綿花補助金とそれについてのＷＴＯ裁定に関して、詳しくは、服部信司「アメリカ綿花補助
金についてのＷＴＯ裁定とアメリカの対応」（日本農業研究所『農業研究』19号、2006年 12月）を見ら
れたい。 
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 ２） アメリカ綿花補助金についてのＷＴＯ裁定 

 ブラジルは、2003年、“これらの綿花に対するアメリカの補助金は、ＷＴＯ協定に違反

する”という訴えをＷＴＯに対して行った。2005年３月、ＷＴＯ紛争処理委員会上級審は、

ブラジルの提訴をほぼ全面的に認める最終裁定を下したのである。すなわち、 

（１） 輸出業者が輸出信用保証を得る際に政府に払う低い手数料（１％以下と定めら

れている）と実際のコストとの差は輸出補助金であり、綿花ステップ２支払（国産

綿花を用いる国内加工業者と輸出業者に与えられる補助金）は禁止されている補助

金であるから、両者を、05年７月１日までに廃止すべきである。 

（２） アメリカは固定支払を保護削減・対象外の「緑の政策」（表６）にしているので

あるが、綿花の作付けから「野菜・果樹を除外」していることは、“面積・価格ある

いは生産のタイプに関係しない”という「緑の政策」の要件に、固定支払が反する

ことになる。従って、綿花に支払われている固定支払は、保護削減の対象外となる

「緑の政策」ではなく、保護削減対象の「黄の政策」となる。その結果、アメリカ

の国内支持の補助金は「黄の政策」についての約束水準の限度10を超える年が発生

することになる。 

表６ ＷＴＯ協定での国内農業政策の分類 

分 類 内    容 保護削減との関わり

緑の政策 

 

・生産や貿易を歪曲しない政策 

・価格や生産量あるいは生産のタイプに関係

しない 

・ＷＴＯ協定で特定 

・保護削減の対象と

せず 

 

 

青の政策 ・生産調整のもとでの直接支払 同上 

黄の政策 ・生産や貿易を歪曲する政策 

・個別作物の価格や生産量に関係する 

・価格支持政策など 

・保護削減の対象 

・ウルグアイラウン

ド合意で20％削減

 

最小限の

政策（デミ

ニミス） 

・産品を特定した国内助成が、その産品の総

生産額の５％以下である場合、 

・産品を特定しない国内助成が、農業総生産

額の５％以下である場合 

・保護削減の対象と

せず 

 

 

 

（３） 価格に依存する補助政策（新しい不足払い、価格支持、融資不足払い）に伴う

綿花への補助金は、価格を押し下げ、ブラジルの利益を損なっている。従って、そ

のマイナス効果を除去するか、それらの補助金を廃止すべきである。ただし、これ

については、期限は切られていない。 

                                                  
10 アメリカの「黄の政策」に伴う補助額の限度は 191億ドル。 
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 ３） ＷＴＯ綿花裁定と新農業法の課題 

 この裁定により、アメリカは、①次期農業法を待たずに、05年７月までに、輸出信用保

証の輸出補助金部分（実コストと低い手数料との差、すなわち低い手数料）の廃止と綿花

ステップ２の廃止を求められ、②次期農業法において、野菜と果樹を含む作付けの全面自

由化と裁定内容への農業政策の整合化（新しい不足払い・融資不足払いなどの価格に依存

する政策＝黄の政策から、価格に依存しない政策＝緑の政策に移行すること）を求められ

た。また、それが、論理的には、次期農業法に問われる基本的な課題となったといえる。 

 

４ 新農業法と政府、議会・農業団体 

 

 アメリカ政府－ジョハンズ農務長官（2005 年２月－2007 年 10 月）は、綿花補助金裁

定を受け止め、新農業法においてアメリカの農業政策をＷＴＯ協定にできるだけ整合的に

すること、すなわち、改革を行うことが必要とした。この政府の意向は、07年１月に提起

された政府案に具合的に示されている。 

 これに対し、農業法策定の権限を持つ議会（共和党、民主党ともに）と農業団体は、現

行 2002 年農業法の骨格を維持・継続することが必要とし、ＷＴＯ綿花裁定への対応は最

小限に留める立場を取った。 

 この新農業法についての政府、議会・団体の態度については、前回の報告書（服部信司

「米国次期農業法の概要 Ⅰ総論及び各論:価格政策、酪農政策、３．次期農業法に向けて：

2006年の政府・議会・農業団体、５．政府案」、において詳しく説明しているので、それ

を見られたい。 

 

５ 2008年農業法の形成：下院案、上院案 

 

 2008年農業法が 08年６月に成立するに至るには、下院案（2007年７月）、上院案（2007

年 12月）の策定プロセスを経ている。いずれも、現行 2002年農業法の骨格の維持を前提

にしている。下院案は、特に、現状維持の色彩が強い。上院案の中に、08年農業法の目玉

とも言うべき平均作物収入・選択支払（ＡＣＲＥ）の原型が含まれているのである。 

 ただし、下院案・上院案については、前回報告書において、詳しく説明－検討している

ので、これも、前回報告書（６．下院案、７．上院案）を見られたい。ここでは、省略す

る。 

 

６ 2008年農業法の予算規模 

 

 2008年農業法の期間は、2008年度－20012年度の５年間である。その５年間の予算規

模は 2,850億ドルとなった。当初 2,800億ドルよりも 50億ドル／５年間の増となった。 
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 この増額を推進したのは、上院である。上院金融委員会は、農業委員会において農業法

を策定する前に、追加資金を手当てする法案を成立させていたのである。 

 ただし、政府（ブッシュ政権）は、増税による追加資金の手当ては認めない（拒否権を

発動する）とし、議会共和党も伝統的に増税に反対の立場であったから、追加資金をどの

ようにして賄うかは、08年１月－５月に至る両院協議会の重要な協議点になった。 

 そのなかで、追加資金 100 億ドル（10 年間）の手当については、税関使用者手数料の

継続でまかなうという合意が、議会と政権との間で成立した。連邦財政ル－ルでは、税関

使用者手数料は、税とされていないのである。これによって、議会における民主－共和両

党間の主要な対立点はなくなった。この結果、農業法の予算規模は 2,850億ドル／５年間

となったのである。 

 

７ 2008年農業法の内容 

 

 １） 現行の基本制度を維持 

 2002年農業法の基本制度（生産調整の廃止、固定支払い、新しい不足払い、融資不足払

い）を維持する。固定支払単価も現行（2002年農業法）の水準を維持する。ここに、現行

農業政策の維持という 2008年農業法の基本的な特徴が示されている（表７）。 

 

 ２） 小麦・大豆の目標価格を引き上げる 

 新しい不足払いの基準である目標価格を、2010年から小麦（現行 3.92ドル／ブッシエ

ル）について 6.5％あげ 4.17ドルに、大豆（現行 5.80ドル）について 3.4％引き上げ６ド

ルにする（表９）。融資単価についても、2010年から小麦（現行 3.92ドル／ブッシエル）

を 6.9％あげて 4.17ドルにする（表 10）。 

 これまで優遇されてきたと言われるトウモロコシと小麦・大豆の間のバランスを回復さ

せるためである。 

 

 ３） 「新しい不足払い」 の選択肢として 「平均作物収入・選択支払」 を導入 

 新しい不足払いのオプションとして、州の収入（市場価格ｘ単収）を基準とした「平均

作物収入・選択支払（ＡＣＲＥ：Average Crop Revenue Election Payment、以下、ＡＣ

ＲＥと略）を導入する。生産者は、これまで通り新しい不足払いでもいいし、どちらを選

択してもいい。これが、今 08年農業法の最も大きな変化である。 
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表７ 2008年農業法と政府案・2002年農業法 

2002年農業法 
政 府 案 

（2007年１月） 

2008年農業法 

（2008年５月） 

生産調整なし 継 続 継 続 

自由生産（野菜・果樹以外） 
全面自由生産（果樹野菜を含

む） 
現行を継続 

新しい不足払い（ＣＣＰ）。 

基準＝目標価格。 

収入を基準とし継続。 

その場合の基準である目標価

格の単価は現行水準と同じ。 

・①現行方式と②州の収入を

基準にした方式のいずれ

かを、生産者が選択 。 

・現行方式の場合：基準の目

標価格を 10年から小麦：

6.3％、大豆：3.4％上げる。

・収入における基準＝２年 

間の全国平均市場価格。 

固 定 支 払 い 

継続。年 5.5億ドル増加。 

単価：トウモロコシ３年間２セ

ント、小麦同４セントアップ。

現行単価を継続。 

価 格 支 持 

継続。支持水準：トウモロコシ

５％、小麦７％、大豆２％ 

下げる。 

継続。支持水準：10年から

小麦 6.9％あげる。 

融資不足払い 継 続 継 続 

支払い制限： 

本人個人１８万ドル。 

3人格ル－ル（１）で 36万

ドル。 

36万ドルを継続。 

ただし、3人格ル－ルを廃止。

3人格ル－ルを廃止。 

固定支払い４万ドル（３） 

新しい不足払い 6.5万ドル 

融資不足払いに上限設けず 

受給資格： 

課税粗所得（ＡＧＩ）（２）

250万ドル以下。 

課税粗所得:20万ドル以下 

固定支払：農業・課税所得

75万ドル以下。 

すべての直接支払：非農業・

課税所得 50万ドル以下。 

注１） ３人格ル－ル：他の法人の株主になっていれば、本人個人の場合の半分の直接支払いと融資不足

払い、マ－ケテイング・ロ－ンを、ふたつの法人について得られる。 
注２） 課税所得（Adjusted Gross Income）＝農業所得｛販売額－（費用＋減価償却額）｝＋賃金＋利子・

配当等の他の所得。アメリカにおける課税基準額。 
注３） 配偶者も、農業経営に従事し、かつ、受給資格があれば、固定支払いを得られる。従って、「固定

支払い＋新しい不足払い」の合計は、夫婦にとっては、21万ドル。 
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表８ 2008年農業法と政府案・２００２年農業法（続） 

2002年農業法 政 府 案 
2008年農業法 

（08年５月） 

野菜と果樹への支出：なし 

 

 

 

・販売促進・研究：3億 1,600

万ドル／5年。 

・学校給食用に購入：10 年

5億ドル。 

・総額 13.5億ドル（5年）。 

 

 

 

環境保全計画： 

・保全保証計画（ＣＳＰ）を

導入 

 

 

 

・保全保障計画：現行よりも

拡充：10年 85億ドル。 

 

 

 

 

・全体として 77億ドル／５年

を追加。 

・保全保障計画：保全励行計画

に名称を変更。120億ドル／

10 年に拡充。毎年 1,300 万

エ－カ－を追加登録。 

食肉の原産地表示を導入。し 

かし、下院（共和党）が実施

を棚上げ。コストがかかると

いう業界の反対による。 

 

食肉原産地表示を実施する。3

種類の表示（①アメリカ、②混

合原産地、③輸入肉）とする。

業界と妥協を図る。 

栄養政策  拡充：40億ドル／５年間 

表９ 2008年農業法他：目標価格 

（ドル／ブッシエル） 

2008年農業法 
 下 院 案 上 院 案 02年農業法

08－09 10－12 

小   麦 4.15 4.20 3.92 3.92 4.17 

トウモロコシ 2.63 2.63 2.63 2.63 2.63 

大   豆 6.10 6.00 5.80 5.80 6.00 

資料：House of representatives, Farm, Nutrition, and Bio-energy Act, July 2007ほか 

表 10 2008年農業法案他：融資単価（ロ－ン・レイト） 

（ドル／ブッシエル） 

08年農業法 
 下 院 案 上 院 案 02年農業法

08－09 10－12 

小   麦 2.94 2.94 2.75 2.75 2.94 

トウモロコシ 1.95 1.95 1.95 1.95 1.95 

大   豆 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 

資料：表 9と同じ 
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  （1）平均作物収入・選択支払の内容 

 この新政策（オプション）は、次のようになっている。 

①当該作物の州の収入｛（各穀作物の州単収）×（12ヶ月間の全国平均価格）｝が、州の

保証額｛（最高と最低の年を除く５年間の州平均単収）×（全国平均価格の２年間の平

均）×0.9｝を下回った時、支払が行われる。 

②個々の農場において、当該作物の農場収入が、農場の基準収入｛（農場の単収）ｘ（全

国平均価格の２年間の平均）＋（エ－カあたり保険料支払い額）｝に達していなければ、

当該農場に対する支払が行われる。 

③その支払額は、（ア）（州の保証額－州の実収入）か、（イ）（上記の州の保証額の 25％）

のいずれか小さい方とする。その対象面積は、2009－2011 年については作付面積の

83.3％、2012年：同 85％。 

④2010－12年度の保証額については、前年度から 10％以上変えることはできない。 

⑤これを選択する場合には、当該作物の固定支払を 20％削減し、同融資単価を 30％引

き下げなければならない。 

 

 この新政策：ＡＣＲＥの特徴は、①基準額を州の基準収入としていること、②収入保証

の基準における価格に、全国平均販売価格（全国平均市場価格の 12 ヶ月平均）を取って

いることにある。新しい不足払いの場合には、基準は目標価格であった。 

 

 ところで、表２に示したように、06年秋以降、穀作物の市場価格は上昇し、金融危機下

において価格が低下したとはいえ、目標価格を上回っている。この価格水準が続けば（そ

の可能性が高い）、これまでの目標価格が保証の基準であった状態から、それよりも高い市

場価格を基準とした保証に代わることになる。これは、保護水準の実質的上昇を意味する。 

 

 2008年農業法は、保護水準を引き上げる政策を導入したのである。これは、国内保護削

減というＷＴＯ協定－現ＷＴＯ農業交渉の方向に沿うものではない。 

 

  （2）平均作物収入・選択支払（ＡＣＲＥ）の特徴・意味合い・問題点 

 ここで、2008年農業法のポイントであるＡＣＲＥについて、その特徴（上院案との違い）、

政策的意味合い、問題点について、少し立ち入って検討しておきたい。 

 

① 上院案との違い 

 上院案の「平均作物収入」は、固定部分（エ－カ－当たり 15ドル）と収入保障部分（08

年農業法の内容と大体同じ）とからなり、やや複雑であった。他方、固定支払と融資不足

払いを廃止するとしており、そこに改革的意味があった。 

 両院協議会案（08年農業法）は、それを収入保障部分に一元化すると共に、上院案では、
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廃止とした固定支払、融資不足払いについて、いずれも残しつつ、その一部（固定支払の

20％、融資不足払いの 30％）を削減するとしたのである。制度として融資不足払いを残し

たことは、上院案に比べ、改革的色彩を弱めたことを意味する。 

 

② 現行の高価格を前提にした収入の保障 

 ＡＣＲＥの特徴は、①収入保障の基準額を州ベ－スの収入としていること、②収入保証

の基準における価格に、２年間の全国平均販売価格（全国平均市場価格の 12 ヶ月平均）

を取っていることにある。 

 この政策は、09年産から実施される。 

 そこで、09 年産についてのＡＣＲＥ保障価格を、07／08 年度の販売価格と 08／09 年

度についての農務省の予測価格との平均に 0.9を乗じて算定すると、トウモロコシ 4.34ド

ル／ブッシエル、大豆 10.08ドル、小麦 6.48ドルとなる（表 11）。これらの価格は、とも

に、目標価格の 1.6倍前後に及び、今（07／08）年度の全国平均販売価格とほぼ同じであ

る。 

 ＡＣＲＥは、収入保障における保障価格の水準を、価格が高騰状況にあった 07／08 年

度の価格に結びつけ、その高収入を政策的に保障しようとするもの、といえよう。 

 

表 11 主要穀物：ACRE保証価格と目標価格 

（ドル／ブッシエル） 

 トウモロコシ 大 豆 小 麦 

目 標 価 格（2009年） 2.63 

（100） 

5.80 

（100） 

3.92 

（100） 

全国平均販売価格 07／08年度 4.25 10.15 6.48 

   “    08／09年度（１） 5.40 12.25 7.25 

ＡＣＲＥ保証価格： 

上記 2年の平均×0.9 

4.34 

（165） 

10.08 

（174） 

6.17 

（157） 

注１）アメリカ農務省による予側価格（08，8月時点） 
資料：USDA, World Supply and Demand Estimates, Aug. 2008，ほか。 

 

③ 問題点：ＡＣＲＥ保障価格は目標価格であるべき 

 これまでの政府による所得保障価格は、目標価格であった。目標価格は、基本的に生産

費を保障する価格水準であった11といっていい（表 12）。 

                                                  
11 2006年のトウモロコシの生産費 2.74ドル／ブッシエルは、目標価格 2.63ドルとほぼ同じである（前掲
表 12）。目標価格に固定支払を加えた政府保障価格 2.91ドルは、生産費をやや上回る。大豆についても、
同じである。小麦の場合には、「目標価格＋固定支払」は、生産コストの 85％に留まるが、穀作の中心を
なすトウモロコシ・大豆において、目標価格が生産費に基づくという関係が保たれているといえる。目標

価格の水準は、1990 年農業法以降（1996－2001 年の中断を挟み）固定されてきたにもかかわらず、生
産費を保障する水準となっているのは、物価→生産費の上昇を、単収の上昇に基づく生産性の上昇がカバ－し
てきたからである。 
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表 12 主要穀物：生産コスト（１）と政府保証価格 （2006） 

（ドル／ブッシエル） 

 トウモロコシ 大  豆 小  麦（２） 

生産コスト 2.74（100） 5.80（100） 5.20（100） 

目標価格（Ａ） 2.63（ 96） 5.80（100） 3.92（ 75） 

固定支払（Ｂ） 0.28 0.44 0.52 

合計（Ａ＋Ｂ） 2.91（106） 6.24（108） 4.44（ 85） 

注１）日本の全算入生産費と同じ。 

注２）小麦の生産コストは 2005年。2006年は干魃で単収が低いため。 

資料：ＵＳＤＡ／ＥＲＳ（アメリカ農務省、経済調査局） 

 

 収入保障に移行するとした場合、収入＝（目標価格）×（生産量）とし、保証価格に目

標価格を持ってくるのが本来の姿といえよう。政府案（07，1 月）は、そうであった。目

標価格は、生産費を補填する、すなわち、所得を保障する価格になっているからである。 

 

 確かに、この２年間（2006，07年）、アメリカにおいても、生産コストの上昇が激しい。

アメリカ農務省によれば、06→08年へとアメリカの農業生産コストは 27％上昇している。12

こうした生産コストの上昇により、既定の目標価格（＋固定支払）の水準では、生産費を

保障することが十分ではなくなっているというならば、一定期間後に、目標価格の水準を

生産費に基づいて再設定することが筋であろう。そうした検討がなく、平均作物収入・選

択支払（ＡＣＲＥ）が設定されたところに問題があるといわなければならない。 

 

④ ＡＣＲＥは、ＷＴＯ協定上「黄の政策」 

 ＡＣＲＥは、現行の生産量・現行の価格に関係するから、「黄の政策」（前掲表６）であ

る。「新しい不足払い」は、現行のＷＴＯ農業交渉が妥結すれば、“現行の生産量には関係

しない政策”として、「青の政策」に分類されることになる。従って、「新しい不足払い」

の選択肢としてＡＣＲＥが設定されたと言うことは、ＷＴＯ交渉が妥結した場合に、アメ

リカの農業政策の一部が「青の政策」から「黄の政策」に後退することになる。 

 

 ４） 直接支払の上限と受給資格 

  （１）直接支払の上限 

 固定支払：個人 1人 4万ドル、新しい不足払い：同 6.5万ドルという現行水準を維持す

る。直接支払の抜け道となっている３人格ル－ルは廃止する。３人格ル－ルというのは、

他の法人の株主になっていれば、本人個人の場合の半分の直接支払いと融資不足払いなど

を、ふたつの法人について得られる、というものである。 

 

                                                  
12 USDA, Farm Income and Costs: 2008 Farm Sector Income Forecast, Sept.3, 2008. 
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 なお、固定支払、新しい不足払いについて、夫婦がそれぞれ経営を行っている場合には、

両者への支払を認めるとした。また、これまであった融資不足払いについての上限（個人

1人 7.5万ドル）をなくしている。 

 

 ただし、融資不足払いについては、これまでも、作物証明書（Commodity Certificate:

作物に代えることも、現金に換えることもできる金券）13で受け取れば、制限はないとさ

れてきたのであり、実質的には、融資不足払いについての制限はなかった。「融資不足払い

について制限をなくす」という今回の措置は、これまでの形式（現金受領額についての制

限）と実質（作物証明書を用いれば無制限）の矛盾を認め、制度を実質に合わせようとす

るもの、14といえる。 

 

 3 人格ル－ルは廃止されたが、それによって直接支払の上限が大幅に引き下げられたと

まではいえない。小幅の引き下げに留まっているとみられる。そこで注目されるのが、直

接支払の受給資格の強化である。 

 

  （２）直接支払いの受給資格 

 政府は、受給資格を「現行の課税所得 250 万ドル以下から 20 万ドル以下にすべき」と

していたのであるが、08年農業法は、①固定支払については、過去３年間平均の農業・課

税所得 75 万ドル以下、②固定支払だけでなく、新しい不足払いを含むすべての直接支払

については、非農業・課税所得 50万ドル以下とした（前掲表７）。 

 

 なお、受給資格者から地主を外し、農業経営者に限るとしている。また、一人がいくつ

かの農場に関わっている場合、それらの農場をその個人の下に集中させることとした。 

ハ－キン上院農業委員長のスタッフは、これらの措置により、「直接支払の透明性が高まる」

とし、「小さい改革だが、重要な改革」としていた。15 

 

 ５） 環境保全政策：保全励行（保障）計画の拡充 

 2008年農業法は、環境保全に好ましい農法を用いている農地への直接支払である保全保

障計画16（Conservation Security Program：ＣＳＰ。2008農業法において Conservation 

Stewardship Program：保全励行計画に名称変更）を拡充する。ただし、前段の下院案と

上院案において、保全保障計画について、相当な違いがあった。 

                                                  
13 作物証明書（Commodity Certificate）による融資不足払いの受領は、販売額が大きく、融資不足払い
額も大きいコメ・綿花生産者によって用いられてきた。 
14 ファ－マ－ズ・ユニオン、チ－フ・スタッフ、Ｊ．ミラ－（Miller）氏。08年 10月 29日。 
15 上院農業委員会スタッフ、S. メルシエ（Mercier）氏。2008年 10月 30日。 
16 保全保障政策（ＣＳＰ）について、詳しくは服部信司「アメリカにおける農業環境政策の展開と保全
保障政策の導入」（日本農業研究所『農業研究』18号、2006年 12月）、服部信司、前掲『アメリカ 2002
年農業法』Ⅳ章 81－89頁を見られたい。 
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  （1）下院案：登録停止と上院案：拡大 

 下院案は、2002年農業法で導入した保全保障計画(現在 1,500万エ－カ－：600万 haが

登録－参加)への新規登録をやめて、5年間 43億ドルを節約し、それを他の環境保全政策、

すなわち、保全留保計画（ＣＲＰ：土壌浸食を起こしやすい土地を、政府が賃料を払って

10年間生産から隔離し保全する政策）や湿地回復計画（ＷＲＰ）などに回すとした。保全

保障計画は、2002年農業法においてハ－キン上院農業委員長(民主)の強いイニシアチブの

もとで導入されたという経緯があり、下院の共和党議員を中心に反発があったこと、また、

下院は、保全留保計画を重視する傾向が強かったことが、この背景にある。 

 

 これに対し、上院案は、保全保障計画への登録－参加面積を、年 1,300万エ－カずつ拡

大し、2012 年に 8,000 万エ－カ（3,200 万 ha）にするという拡充案を提起した。１エ－

カ平均 19ドルの支払を予定し、保全保障計画に５年 12.8億ドルを追加するとしたのであ

る。 

 

 下院案は、保全保障計画は中止としていたわけであるが、両院協議会案＝08年農業法に

は、上院案が入ることになった。上院が予算規模の拡大に向け尽力し、それが実ったこと

が、下院の態度を上院案受け入れに向かわせたといわれる。17 

 

  （２）環境保全政策－保全保障計画の拡充 

 2008年農業法は、環境保全政策への支出を５年間 79億ドル増大するとした（前掲表８）。

中心は、保全保証計画の拡充である。これを、上院案通り、10 年間 120 億ドルのプログ

ラムとして、毎年 1,300万エ－カ（520万 ha）の拡大を図り、2012年に 8,000万エ－カ

（3,200万 ha）の参加を目標とするとした。評価しうる政策拡充である。 

 

 だが、保全保障(励行)計画は、いわゆる「裁量的な支出」の部類に属しているので、そ

の年々の具体的な実施政策－それに伴う予算は、毎年度、歳出委員会で決定されて初めて

具体化－現実化される。歳出委員会での決定を必要としない「義務的支出」（価格・所得政

策）とは異なるのである。 

 農業法での保全励行計画についての決定は、大枠の決定に留まっているのであって、保

全励行計画について、農業法の策定通り毎年 1,300万エ－カの拡大を行うには、毎年、歳

出委員会での審議を通し、その決定を得なければならない（毎年、歳出委員会のハ－ドル

を超さなければならない）のである。18 

 

 

                                                  
17 ピ－タ－ソン下院農業委員長のスタッフ、D. ベイカ－(Baker)氏。2008年 10月 27日。 
18 ファ－ム・ビュ－ロ－、エコノミスト B. ヤング（Young）氏。08年 10月 27日。 
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  （3）申請者についての制約を外し、計画を簡素化 

 これまで、2002年農業法の実施ル－ルの下での保全保障計画への申請は、環境保全を考

慮して生産活動を行っている生産者ならば誰でもができたかと言えば、そうではなかった。

申請しうる者は、アメリカ全体で 2,119となる河川流域地域のうちで、その年に指定され

た特定の河川流域地域に農場がある者に限られていた。「財政資源の制約」のためであり、

農務省は登録者を「５万人に絞る」としていたのである。19たとえば、2004年度に対象と

なったのは僅か 18流域（全米 2,119流域地域の１％弱）、2005年度 202流域地域（同 9％）

であった。20 

 

 これに対し、2008年農業法は、環境保全に資する農法を行っている者は、その流域地域

に関係なく、誰でも申請しうるとした。 

 また、計画自体も簡素化した。2002年農業法においては、計画を３段階に分け、段階が

上がる毎に支払額も増えるとしていたが、08年農業法は、３段階区分を廃止して簡素化し、

多くの参加者が可能になる方向に修正したのである。これらの変更も評価しうる。 

 

 ６） 農業災害支援補充計画 （ＳＡＤＡ） 

 農業災害支援補充計画（Supplemental Agricultural Disaster Assistance：SADA）は、

2008年農業法において新たに導入された政策である。 

 これは、上院金融委員会が導入した災害支援ファンドの考えが基礎になっている。これ

まで、災害の発生に対する支援は、その都度、議会が決定する災害支援立法によっていた。

しかし、財政の制約から、その資金手当が難しい（そこに予算をつければ、他の分野の予

算をその分減らさなければならない）という状況が存在していた。そこから、災害支援フ

ァンドを設け、年々の立法によらない永続的な災害支援を行うという必要が認識されたの

である。「永続的な」というのは、“2008年農業法の期間有効な”との意である。ここから、

「永続的な災害支援計画（Permanent Disaster Assistance）」とも呼ばれる。 

 

 対象は、①災害被害カウンテイと宣告されたカウンテイ及びそれに隣接するカウンテイ

に存在する農場のうち、②通常の生産において 50％以上のロスを被った農場である。支援

を得るには、作物保険を購入しておく必要がある（１作物 100ドル、一人／１カウンテイ

300ドル上限）。 

 

 支払は、「災害支援計画保証額」と当該農場の総収入の差の 60％とされる。作物保険で

は、単収ロス 50％未満は補償の対象にならないが、ここでは、それもカバ－されうるので

ある。災害支援計画保証額は、各保険作物の保証額（「選択した価格」×「保険面積」×「カ

                                                  
19 服部信司『アメリカ 2002年農業法』84－85頁。 
20 服部信司『前掲書』86－87頁。 
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バ－率」）の 115％を合計したもの。従って、これは、『収入支援補充計画（Supplemental 

Revenue Assistance Program』とも言われている。 

 

 ７） 生鮮品の原産地・義務表示の実施 

  （1）2002年農業法による導入と実施過程での棚上げ 

 2002年農業法は、食肉を含む生鮮品（魚貝、果実、野菜、落花生）の原案地表示を義務

化するとした。上院農業委員長ハ－キンのイニシアチブによってである。特に、食肉（牛

肉・豚肉）については、「アメリカで生まれ、育ち、と畜されたもののみが、アメリカ産と

表示しうる」とする厳格なアメリカ産の規定であった。 

 だが、06年まで議会の主導権を握っていた共和党が、その実施に予算をつけないとした

ために、原案地・義務表示は、今日に至るまで棚上げされてきた。共和党が実施を見送っ

たのは、食肉加工業者（パッカ－）や小売業者（ス－パ－）がコストかかるとして反対し

たからである。21 

 

  （2）2008年農業法による導入と暫定実施細則をめぐる展開 

 2008年農業法は、再度、生鮮品の原産地・義務表示を導入した。棚上げされていた実施

を導入するという目的の下においてである。ただし、今回は、下院農業委員長ピ－タ－ソ

ンのイニシアチブによってである。 

 表示は 3種類（①アメリカ、②多原産地（アメリカ・カナダ、アメリカ・メキシコなど）、

③輸出国（カナダなど）とし、08年 10月から実施するとした。 

 すでに、下院案の策定段階において、ピ－タ－ソン下院農業委員長と食肉産業(販売業界

も含む)関係者との間で、関係者が実行できる現実的な表示を進めることについての合意が

成り立っていたのであり、その焦点が、「多原産地」表示の導入であった。 

 だが、これについては、08年９月、その実施細則をめぐって、重要な展開があった。 

08年 8月に提起された農務省の実施細則は、“アメリカで生まれ・育ち・と畜－加工され

た牛肉”も「多原産地（アメリカ・カナダなど）」としうるとしていた。その方が、コスト

がかからず、パッカ－には都合がいいからである。22だが、「法案の趣旨に反する」という

多くの上院議員の意見で、有力パッカ－が“アメリカで生まれ・育ち・と畜－加工された

                                                  
21 2002年農業法に基づく原産地・義務表示の実施細則とその実施の棚上げについて、詳しくは、服部信
司『アメリカ 2002年農業法』90－92頁を見られたい。 
22 アメリカのパッカ－（と畜－解体・加工業者）が扱う牛肉には、“アメリカで生まれ・育ち・と畜－加
工された牛肉”だけでなく、“メキシコ～カナダで生まれ、アメリカで育ち・と畜－加工された牛肉”も

ある。それらを「アメリカ・カナダ」あるいは、「アメリカ・メキシコ」と表示すれば、分別処理－流通

を行わないで済み、と畜・記帳コストも少なくて済む。08 年９月に示された農務省の実施細則は、こう
した意味での「多原産地」表示を認めていたのである。 
クリントン上院議員を含む 40名近い上院議員が、「そうした表示は、法案の趣旨に反する」という声明を
出し、それに応えて、パッカ－が、「“アメリカでまれ・育ち・と畜－加工された牛肉”（大手パッカ－の

処理する牛肉の 90％に達する）は、『アメリカ』と表示する」という書簡を送り、それを公表したことに
よって、事実上、決着したのである。 
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牛肉”は「アメリカ産」とするという公開書簡による意思表示をして事実上決着したので

ある。23 

 

 ８） 酪農政策：３つの変化 

  （1）価格支持手法の変更とその背景 

① 支持手法の変更 

 2002年農業法に至るまで、牛乳への支持は、（乳製品の買い上げ支持を通した）加工乳

価への価格支持→牛乳全体の支持という方法をとってきた。2008年農業法は、この価格支

持方法から、乳製品への直接価格支持に代えるとする。 

 その場合の乳製品の買い上げ支持価格は、チ－ズ 1.13 ドル、バタ－1.05 ドル，脱脂粉

乳 0.8 ドルとなっている（表 13）。そして、在庫が一定量を超えれば、買い入れ価格を引

きさげる、とする。 

 

表 13 2008年農業法における乳製品の支持価格 

品   目 ドル／ポンド 

チ  －  ズ 1.13 

バ  タ  － 1.05 

脱 脂 粉 乳 0.80 

資料：Food, Conservation, and Energy Act of 2008, Subtitle E Dairy.   

 

 この支持価格の水準を最近の各乳製品価格（表 14）と比較してみると、 

①バタ－の市場価格は、2003年（1.15ドル）以降 08年に至るまで 1.2ドルを上回って

いるから、その支持価格 1.05ドルは、最近５年間の価格の下限をなしているといえる。 

②脱脂粉乳の場合にも、最も市場価格が低い年＝2004年の価格が 0.84ドルであるから、

その支持価格 0.8ドルは最近の市場価格の下限をなしている。 

③チ－ズの場合には、バタ－、脱脂粉乳に比べ、市場価格の変動が大きいのが特徴であ

り、06年が最も低く、1.03ドルである。他の年の市場価格は、チ－ズの支持価格 1.13

ドルよりも高い。チ－ズの支持価格も、この間の最低価格を支える水準といえる。 

                                                  
23 原産地表示の実施細則については、さらに展開がった。09 年１月 12 日、ブッシュ政権の下で、３月
16日からの実施を前提にした最終実施細則が提示された。それは、基本的に、暫定細則と同じであった。
ただし、「多原産地」については、08 年９月の展開を踏まえ、“アメリカで生まれ、育ち、と畜された牛
肉”がそこに含まれることがないような例示となっていた。しかし、新オバマ政権は、その最終細則にい

くつかの懸念があるとした。これを受けて、ビルサック新農務長官は２月 20日、①最終細則（ル－ル）
はそのままとする。②以下の３点について、パッカ－に、より厳しいル－ルの自主的実行を促す。③それ

が機能しないならば、６ヶ月後に新しいル－ルを作る、とした。 
パッカ－に求めたのは、①牛・豚が、生まれ、育ち、と畜された国が異なる場合には、各段階について該

当国を表示する。②加工品の場合でも、燻製、塩漬け、焼き入れ、蒸すという場合には、表示を行うこと

が適切である。③挽肉について原産地を表示しうる国は、在庫可能期間 10日以内のものとする（１月の
最終ル－ルでは 60日以内）、である。 
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表 14 生乳価格（１）と乳製品価格（２） 

（ドル／100ポンド、ドル／ポンド） 

 全 生 乳 加工原料乳 バタ－ 脱脂粉乳 チ－ズ 

2003 12.53 11.79 1.15 0.92 1.32 

2004 16.13 15.45 1.82 0.84 1.94 

2005 15.19 14.42 1.55 0.95 2.04 

2006 12.97 12.19 1.24 0.90 1.03 

2007 19.21 18.10 1.37 1.78 2.18 

2008（３） 18.70 18.40 1.47 1.32 2.44 

注１） 生産者販売価格。ドル／100ポンド（45.3kg） 
注２） 卸売価格。ドル／ポンド（453グラム）。 
注３） 注 3）1月－10月の平均 
注４） 加工原料乳の支持価格：9.95ドル／100ポンド。 
資料：農畜産業振興機構『畜産の情報（海外編）』2008，12、資料、49 

 

② 変更の背景 

 長年続けてきた“（乳製品の買い上げを通した）加工乳価の支持”という手法から、乳製

品の価格支持に切り替える理由は、農業法においては述べられていない。 

 それは、“ＷＴＯ協定への対応”から生まれた政治的変更といわれる。24すなわち、主要

乳製品の買い取りによる支持にした方が、加工乳価への支持の場合に比べて、ＷＴＯ協定

上の国内支持額の計算において有利になると判断されたことによっているのである。乳製

品を直接支持することにすれば、飲用乳については支持対象から外れることになり、その

分（およそ三分の一くらい）、価格支持額は減少すると考えられている。 

 

  （2）農所得補償政策の補償率と対象数量の引き上げ 

 酪農所得補償政策は、2002年農業法において導入された政策であり、ボストン地域の生

乳価格が目標価格：100ポンド 16.94ドル（2002年時点における牛乳生産費）を下回れば、

その差の 34％をすべての販売牛乳について補填する政策である。対象数量は 240 万ポン

ド（乳牛 140頭に相当）であった。 

 この補償率を引き上げ（34％→45％に）、対象数量も 240万ポンドから 299万ポンド（同

175 頭相当）に引き上げるとした。穀物の「新しい不足払い」における目標価格の引き上

げに対応するものと思われる。 

 こうした拡充方向は、民主党リ－ヒ－（上院：ヴァ－モント州）のイニシアチブによる

と見られる。リ－ヒ－は、この政策の導入者であり、酪農政策に強い発言力を持っている

からである。 

 

                                                  
24 アメリカ農務省・経済調査局、エコノミストＤ．Ｐ．ブレイニ－(Blainey)氏。2008年 10月 29日 
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  （3）酪農所得補償・目標価格の調整 

 06年秋からのトウモロコシ－飼料価格の上昇による牛乳生産コストの上昇に対応し、酪

農所得補償の基準となる目標価格について、飼料コストの増加に応じた調整を毎月行うと

した。すなわち、「全国平均・酪農飼料配合コスト（National Average Dairy Feed Ration 

Cost）」が 7.35ドル／100ポンドを超えた分の割合に応じて、目標価格（16.94ドル／100

ポンド）を高くするとしたのである。 

 ここで、「全国平均・酪農飼料配合コスト」というのは、トウモロコシ 51％、大豆８％、

アルファルファ 41％からなる酪農飼料配合のコストのことである。25 

 飼料コストが牛乳の生産コストの 40％以上を占めている以上、これは、必要な調整措置

であるといえよう。 

 

  （4）酪農所得補償政策における目標価格調整の意味 

 このように、酪農所得補償政策において、（飼料）コストの上昇分を目標価格の水準に反

映させようとする調整メカニズムが導入された。これを前提にすれば、穀物の平均作物収

入・選択支払（ACRE）における保証収入の価格について、目標価格の代わりに現行の高

い市場価格を導入したことの問題性は一層明確になろう。 

 

 ９） 野菜・果樹の作付け柔軟化（自由化）問題 

 「３ ＷＴＯ綿花補助金についてのＷＴＯパネル裁定と新農業法」において指摘したよう

に、ＷＴＯ裁定において、“「穀作物面積における作付けから、野菜・果樹を除く」として

いるのは、固定支払が「緑の政策」の要件（生産のタイプに関係しない所得支払い）を満

たしていないことになり、固定支払いは、「緑の政策」ではなく「黄の政策」になる”とさ

れたわけである。 

 

 アメリカは、固定支払を「緑の政策」として維持していくためには、「作付の自由化から

野菜・果樹を除く」としている現行ル－ルを改定し、野菜と果樹を含む作付けの全面自由

化に移行することを求められたのである。 

 

 これに対応して、政府案（07年１月）は、野菜と果樹を含む作付けの全面自由化を提起

した（表 15）。 

 

 だが、2008年農業法においては、ミネソタなど中西部７州における 75,000エ－カ（3

万 ha）の穀作物面積で加工用野菜を作付けすることを認めるパイロットプログラムだけが

成立した。「野菜・果樹を含む全面作付け自由化は、野菜生産者が拒否。これを多くの議員 

                                                  
25 同上。 
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表 15 ＷＴＯ綿花補助金裁定と政府案・2008年農業法 

ＷＴＯ綿花補助金裁定 政 府 案 2008年農業法 

綿花ステップ２の廃止 すでに実行 すでに実行 

輸出信用保証の輸出補助金部分（手数料を 

１％以下にしている制度）の廃止 

１％の手数料上限の 

廃止 

カントリ－・リスク

に基づく手数料に 

固定支払・緑の政策の要件：野菜・果樹をふ

くむ作付の全面自由化 

野菜・果樹をふくむ作

付の全面自由化 

７州 75,000 エ－カ

で自由化 

価格に依存する補助政策（新しい不足払い

等）のマイナス効果の除去～政策の廃止 
対応せず 対応せず 

注１）綿花ステップ２支払：アメリカ案綿花を用いている国内加工業者およびアメリカ産綿花を輸出する

輸出業者に与えられる内外価格差を補填する補助金 

 

が受け入れた結果」といわれる。26 

 

 アメリカの固定支払がＷＴＯにおいて「黄の政策」とされることは、必至である。その

結果、アメリカの「黄の政策」の国内保護水準が約束水準（ＡＭＳ：191 億ドル→ＷＴＯ

交渉妥結後は 76 億ドル）を超えそうになったら, どうするか、との質問に対し、「そのと

きは、固定支払等に上限を設けるなどの対応を行う。ただし、酪農の措置もあり、仮に、

固定支払が「黄の政策」になったとしても、直ちに、約束水準を超えるとは考えていない」

というのが、農業団体（ファ－マ－ズ・ユニオン）の考え方である。27 

 

 10） WTO綿花裁定への対応と対応猶予 

  （1）ＷＴＯ綿花裁定によりアメリカが問われたもの 

 「３」で指摘したように、アメリカは、ＷＴＯ綿花補助金裁定により、 

①次期農業法を待たずに、05年７月までに、輸出信用保証の輸出補助金部分（実コスト

と低い手数料との差、すなわち低い手数料）の廃止と綿花ステップ２の廃止を求めら

れた。 

②次期農業法において、野菜と果樹を含む作付けの全面自由化と裁定内容への農業政策

の整合化（新しい不足払い・融資不足払いなどの価格に依存する政策＝黄の政策から、

価格に依存しない政策＝緑の政策に移行すること）を求められたのである（表 15）。 

 

  （2）対応－実施 

 このうち、綿花ステップ２支払（国内産綿花を用いる加工業者・国産綿花を輸出する業

者への内外価格差に相当する補助金の支払）は、2006年８月に廃止された。 

                                                  
26 ファ－ム・ビュ－ロ－、Ｂ．ヤング氏。08年 10月 27日。 
27 前掲Ｊ．ミラ－氏。08年 10月 29日。 
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  （3）2008年農業法における対応 

 そのうえで、2008年農業法は、輸出信用保証の輸出補助金部分（手数料１％以下にして

いる制度）の撤廃については、「カントリ－・リスクに基づく手数料にする」（前掲表８）

としている。これは、１％の手数料上限を廃止することを意味するといっていい。輸出信

用保証の輸出補助金部分の撤廃については、ＷＴＯ裁定に対応しているといえる。 

  （4）対応猶予 

 前項において見たように、“固定支払を「緑の政策」とするには、野菜と果樹を含め作付

けを全面自由化する必要がある”という点については、ミネソタなど７州の合計 75,000

エ－カ（３万ヘクタ－ル）のパイロット計画においてだけ全面自由化を認める、とした。

作付けの自由化について、こうした部分的な対応に留めているのは、次の「価格に依存す

る補助政策」への対応と関係があると見られる。 

 2008年農業法は、新しい不足払い、融資不足払い、価格支持の制度を維持しているので

あるから、「価格に依存する政策のマイナス効果の除去～政策の撤廃」の勧告に対応してい

ない。 

 

表 16 アメリカ綿花補助金についての遵守パネル：上級審裁定（08年６月２日） 

・アメリカの対応措置が、パネル裁定を遵守しているものなっているか、否かについての

遵守パネル（Compliance Panel）上級審裁定。 

 

１．ポイント 

 アメリカの綿花補助金は、ブラジルの綿花生産者に打撃を与える価格抑制を引き起こ

し続けている。 

２．裁定のポイント 

（１）過去の時点における補助金支払いが深刻な侵害をもたらしたならば、その侵害国は、

その後の時点においても、同じ政策の下で補助金を用い続けているならば、同罪で

ある。 

（２）アメリカの新しい不足払い（ＣＣＰ）と融資不足払い（ＬＤＰ）は価格抑制をもた

らす。しかし、アメリカ農業法において、変更が行われていない、というブラジル

の主張を支持。 

資料：WTO, United States-Subsidies on Upland Cotton, Report of the Appellate Body, 2 June 

2008, pp.177-178. 

 

 アメリカは、これについて、「過去（ブラジルが提訴において問題とした 1999－2002

年の時期）においては、そうした綿花補助政策が価格抑制をもたらしたとしても、それ以
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降の時期については、価格抑制は証明されていない（発生していない）」として、“制度の

存続は合理的”とする立場をとり、そのもとで、新たな遵守パネル（アメリカの対応措置

がパネル裁定を遵守しているものになっているか、否かについての紛争処理委員会）にお

いてブラジルと係争してきた。08年農業法が野菜・果樹を含めた作付けの自由化について、

それを一部地域の自由化に留めているのも、この係争と関係していると見られる。 

 

 しかし、去る６月２日、ＷＴＯ遵守パネル上級審は、こうしたアメリカの主張を全面的

に退け、「2005年９月以降の綿花補助金も、同様に価格を抑制している」とし、改めて、

「（新しい不足払い等の）価格に依存する補助金のマイナス効果の除去、あるいは、その撤

廃」が必要としたのである（表 16）。 

 

８ アメリカの団体・議会、政府の評価 

 

 １） 政府 (ブッシュ政権) 

 当然のことながら、政府は厳しく、「何らの改革もない。02 年法からの後退」（農務省、

チ－フエコノミスト室）としている。28 

 

 ２） 議会・団体 

 議会・団体の評価は高い。 

 ファ－ム・ビュ－ロ－は「全面的に支持」29とし、ファ－マ－ズ・ユニオンは、「ＡＣＲ

Ｅや農業災害支援補充計画など多くの点において好ましい。だから、08年農業法は、大統

領拒否権を乗り越え成立した」30としている。 

 上院農業委員長ハ－キンのスタッフは、「変化は小さいが、確実な改革である」31とし、

下院農業委員長ピ－タ－ソンのスタッフは、「成功。完璧ではないが」32としているのであ

る。 

 こうした評価は、トウモロコシ団体、小麦団体にも共通している。2008年農業法が、生

産者の農業所得を補償する骨格を維持した上で、高騰した価格を基準に取り入れた収入保

障を選択肢として導入したからである。 

 

９ 結び：０８年農業法の特徴と問題点 

 

 2008年農業法は、現状維持、すなわち、現行 2002年農業法の骨格の維持－継続を特徴

                                                  
28 農務省チ－フエコノミスト、C．ガッドロ－（Godloe）氏。08年 10月 27日。 
29 ファ－ム・ビュ－ロ－、Ｂ．ヤング氏。08年 10月 27日 
30 ファ－マ－ズ・ユニオン、Ｊ．ミラ－氏。08年 10月 29日。 
31 上院農業委員会スタッフ、Ｓ．メルシエ氏。08年 10月 30日。 
32 下院農業委員会スタッフ、Ｄ．ベ－カ－氏。08年 10月 27日。 
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としている。 

 変化は、新しい不足払いの選択肢として、平均作物収入・選択支払（ＡＣＲＥ）を導入

したことである。それは、現在の高価格を収入保障における保障価格として、高水準の収

入を保障していこうとするものであり、これまでの所得保証価格＝目標価格を無視するも

のとなっている。 

 また、ACREは、現行の価格・生産量に結びつく「黄の政策」である。新しい不足払い

（現交渉において「新・青の政策」として合意）の選択肢として、それが多くの生産者に

よって選択された場合には、アメリカの主要農業政策が「青の政策」から「黄の政策」へ

と後退することを意味する。 

 2008 年農業法が現状維持を特徴としていることは、08 年農業法がアメリカの農業政策

に問われている基本的課題、すなわち、アメリカの農業政策をＷＴＯ整合的なものに変え

るという基本課題を回避し、先送りするものになっていることを意味する。そこに、重大

な問題が残っていると言わなければならないのである。その問題は、去る６月２日のＷＴ

Ｏ遵守パネル上級審が改めて「『価格に依存する補助金』のマイナス効果の除去～撤廃」を

勧告したことにより、一層厳しくアメリカに突きつけられるに至ったといえよう。 

 




